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１．はじめに
本稿では、まず日本のこれまでの原子力政策を考察したうえ、福島第一原子力発電所事故（以下、‘福島原発事故’）前の規制制度と事故後の新規制基準が原子力リスクを格段に減らし、国民の信頼が得られるほどのものであるかについて検討する。そして、事故後世界的な規制基準の強化に伴い、国内外で原発の安全対策費が高騰し、国内での早期廃炉や海外での原発工事を取りやめる企業が増えつつある。世界的な規制強化傾向による原発の建設コストの上昇による、原発の経済性に関する検証も欠かせない。本稿では、高騰する原発の建設費用傾向の中で、原子力リスクから安全な社会に向かうためのこれからの規制制度の在り方と原発政策の方向性を提案する。
２．分析方法

福島原発事故の後、原子力規制委員会は「新規制基準」を制定し、この規制基準に合わせることを原発の再稼働への前提条件とし、再稼働の申請が行われた原発に対する審査を進めることになった。日本政府は「この新規制基準は、世界でもっとも厳しい水準」と強調している。しかし、審査基準をクリアした原発の再稼働を巡って、依然として地域住民の不安の声が高い。福島発電事故の後、日本のそれまでの原子力規制制度の問題点とその後の新規制基準の課題については、数多くの研究が行われてきた。
ただしこれらの先行研究は、日本の原子力規制制度の問題点と課題を集中的に考察したものであり、日本の原発政策の全体を鳥瞰したうえ、新規制基準の項目別評価、規制基準の強化による原発の経済性の変化、それによる原発の商業性の問題に関する体系的なデータ分析に基づいて、原子力リスクから安全な原発政策の再評価を行った研究はあまり見られない。
そこで、本稿では、日本の原発政策を時系列的に検討し、とりわけ稼働歴30年以上の老朽原子炉の事故事象歴について年代別・機種別・原因別に分析を行った。そして、福島原発事故前後の原発安全規制度の変化推移を考察したうえ、新規制基準が原子力リスクに関する不安を払しょくさせるほどのものなのかについて評価する。また、安全規制基準の強化で新規原発の建設コストが急騰している中、規制基準の強化が原発の経済性に及ぼす影響についても各種の公表データに基づき体系的に分析した。以上の考察を踏まえ、原子力リスクから安全な社会に向けた原発規制制度と政策の方向性について提言を行った。
３．分析結果

本稿の分析結果、次のようなことが明らかになった。
第１に、 日本では、まだ36基の原発が稼働もしくは稼働を進めている。これらの原発に行われた巨大な投資、雇用、国民経済への影響などを考えると短期間に脱原発は現実的ではないかもしれない。原子力リスクから安全な社会に向かうためには、少なくとも長期的には再生可能エネルギーを中心とする、持続可能な低炭素社会に向けた電源計画の樹立が望まれる。第２に福島発電事故の後、原子力規制委員会の創設など原子力規制機関の独立性を強めたが、これまでの活動とメンバーの構成などの面からも、原子力安全を最優先しすべき機関として国民の信頼を得られているとは言い難い。規制委員会の人事と活動において独立性と透明性をより強めるべきである。第３に、規制水準を原発の安全が徹底に確保できるレベルまですると、商業発電が成り立たなくなる。言い換えれば原発の安全確保と商業発電は両立の難しい事柄である。現在のような原発の運営を民間企業に任せることではなく、公営企業として一元化し、商業性を問わずに原発の安全対策を国民が安心安全できるレベルまで徹底する必要がある。第４に規制基準の設定や審査に地方の役割を全く認めていないが、立地や周辺自治体の意見が反映される仕組みにする必要がある。原発事故時、直接的な被害を受ける自治体に原子力安全審査に対する権限がないことは、公平性の観点からも大きな問題があるといえる。 
４．結論

原発リスクから安全な社会に向かうためには、再生可能エネルギーを中心とした長期電源計画、原子力規制機関の独立性と透明性のさらなる向上、そして原発を民間から切り離し、公共が安全確保の責任を取ることである。そのためには、国は原発の将来ビジョンに対して明確にし、国民的議論を通して、原発を公共が担うべき正当性を確保する必要があるだろう。 
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